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   新旧対照表 

現   行 

コンクリート工法に関する指導要綱                              
                                                             昭和57年３月20日  
                                                          改正 昭和62年８月１日  
                                                          改正 平成元年９月１日  
                                                          改正 平成６年９月１日  
                                                          改正 平成11年10月１日  
                                                          改正 平成12年５月１日  
                                                          改正 平成15年５月７日 

                                                          改正 平成19年４月１日 

                                                          改正 平成26年10月１日 

                                                          改正 平成29年４月１日 

                                                          改正 平成31年４月１日 

改正 令和２年12月23日 

 

 

第２ 用語の定義  
この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

 (1)  建 築 物  
   建築基準法第２条第１号に定めるものをいう。  
 (2)  工事監理者  
   建築基準法第２条第11号に定める者をいう。  
 (3)  工事施工者  
   建築基準法第２条第18号に定める者をいう。  
 (4)  工事監理実務者  
   コンクリート工事の工事現場における工事監理に係る実務を行う者をいう。  
 (5)  工事施工管理実務者  
   コンクリート工事の工事現場における工事施工管理に係る実務を行う者をいう。 

(6)  擁壁 
   建築基準法第88条第１項に定めるものをいう。 

 

第３ 適用範囲  
この要綱は、コンクリート工事を行う場合で、次の各号のいずれかに該当する工事に

ついて適用する。  
(1)  鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物で階数が３以上又は延べ

面積が500㎡を超えるもの 

(2)  鉄筋コンクリート造の擁壁で高さが５ｍを超えるもの  
(3)  その他特に知事が必要と認めて指定するもの 

 



 

改 正 案 

コンクリート工法に関する指導要綱                              
                                 昭和57年３月20日  
                                                          改正 昭和62年８月１日  
                                                          改正 平成元年９月１日  
                                                          改正 平成６年９月１日  
                                                          改正 平成11年10月１日  
                                                          改正 平成12年５月１日  
                                                          改正 平成15年５月７日 

                                                          改正 平成19年４月１日 

                                                          改正 平成26年10月１日 

                                                          改正 平成29年４月１日 

                                                          改正 平成31年４月１日 

改正 令和２年12月23日 

改正 令和３年８月２日 

 

第２ 用語の定義  
この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

 (1)  建 築 物  
   建築基準法第２条第１号に定めるものをいう。  
 (2)  工事監理者  
   建築基準法第２条第11号に定める者をいう。  
 (3)  工事施工者  
   建築基準法第２条第18号に定める者をいう。  
 (4)  工事監理実務者  
   コンクリート工事の工事現場における工事監理に係る実務を行う者をいう。  
 (5)  工事施工管理実務者  
   コンクリート工事の工事現場における工事施工管理に係る実務を行う者をいう。 

 

 

 

第３ 適用範囲  
この要綱は、コンクリート工事を行う場合で、次の各号のいずれかに該当する工事に

ついて適用する。  
(1)  鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物で階数が３以上又は延べ

面積が500㎡を超えるもの 

(2)  その他特に知事が必要と認めて指定するもの 

 

 



新旧対照表 

現   行 

第４ 計画書の提出  

工事監理者及び工事施工者は、建築確認申請時又はコンクリート工事着手前に様式

第１号によるコンクリート工事施工計画書（以下「計画書」という。）を建築主事又は

確認検査員に提出するものとする。 

 

第５ 工事監理及び工事施工管理  

(1) 工事監理者又は工事施工者は、工事監理又は工事施工を行うに当って必要があると

認めるときは、工事監理者又は工事施工者の監督の下に、工事監理実務者又は工事施

工管理実務者を置くものとする。  

(2) 前記(1) に基づき、工事監理実務者又は工事施工管理実務者を定めたときは、必要

事項を計画書に記載するものとする。 

(3) 工事監理者又は工事監理実務者は、後記第10の知事が定める研修を受けた者でなけ

ればならない。工事施工者又は工事施工管理実務者も同様とする。ただし、特に知事が

必要でないと認める者は、この限りでない。 

 

第７ 報告書の提出  
工事監理者は、中間検査時及び完了検査時に、前記第６に定める試験の結果につい

て、様式第２号によるコンクリート工事監理報告書（以下「監理報告書」という。）を

建築主事又は確認検査員に提出するものとする。ただし、中間検査が不要なコンクリー

ト工事については、完了検査時に提出すれば足りるものとする。 

 

第９ 試験結果の活用  

建築主事又は確認検査員は建築基準法に基づく建築物の検査に当たり、計画書及び

監理報告書を活用するものとする。  
 

第10 研修の実施機関  
第５(3) の知事が定める研修の実施機関は、次に掲げるものとする。  

 (1)  公益財団法人 兵庫県住宅建築総合センター 

 (2)  一般財団法人 日本建築総合試験所  
 (3)  その他知事が定める機関 

 



 

改 正 案 

第４ 計画書の提出  

工事監理者及び工事施工者は、建築確認申請時又はコンクリート工事着手前に様式

第１号によるコンクリート工事施工計画書（以下「計画書」という。）を建築主事又は

指定確認検査機関に提出するものとする。 

 

第５ 工事監理及び工事施工管理  

(1) 工事監理者又は工事施工者は、工事監理又は工事施工を行うに当たって必要がある

と認めるときは、工事監理者又は工事施工者の監督の下に、工事監理実務者又は工事

施工管理実務者を置くものとする。  

(2) 前記(1) に基づき、工事監理実務者又は工事施工管理実務者を定めたときは、必要

事項を計画書に記載するものとする。 

(3) 工事監理者又は工事監理実務者は、後記第10の知事が定める研修を受けた者でなけ

ればならない。工事施工者又は工事施工管理実務者も同様とする。ただし、特に知事が

必要でないと認める者は、この限りでない。 

 

第７ 報告書の提出  
工事監理者は、中間検査時及び完了検査時に、前記第６に定める試験の結果につい

て、様式第２号によるコンクリート工事監理報告書（以下「監理報告書」という。）を

建築主事又は指定確認検査機関に提出するものとする。ただし、中間検査が不要なコン

クリート工事については、完了検査時に提出すれば足りるものとする。 

 

第９ 試験結果の活用  

建築主事又は指定確認検査機関は建築基準法に基づく建築物の検査に当たり、計画

書及び監理報告書を活用するものとする。  
 

第10 研修の実施機関  
第５(3) の知事が定める研修の実施機関は、次に掲げるものとする。  

 (1)  一般財団法人 日本建築総合試験所  
 (2)  その他知事が定める機関 
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改 正 案 
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改 正 案 

 


